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地発 0331 第 19 号 

平成 23 年 3 月 3１日 

 

都道府県労働局長 殿 

 

大臣官房地方課長 

（公印省略） 

 

被災地を管内に抱える労働局への人的応援体制の構築について 

 

東北地方太平洋沖地震によって、東北地方太平洋沿岸部は甚大な被害を被ったところ

であるが、この地域を管内に有する岩手、宮城及び福島の各労働局においては、今後、職

業紹介業務、雇用保険業務、雇用調整助成金をはじめとする助成金審査業務、労災保険

給付業務、未払賃金立替払事業の認定・確認業務、災害復旧工事等に対する安全衛生指

導・監督指導等の業務が急増することが見込まれる。ついては、これらの業務を迅速かつ

適切に処理するため、下記のとおり、全国規模での応援体制を構築することとするので協

力願いたい。 

 

記 

 

１ 応援体制の概要 

（１） 基本的な考え方 

岩手、宮城及び福島の各労働局（以下「受入れ局」という。）においては、太平洋沿岸

部の被害の甚大な地域を管轄する労働基準監督署及び公共職業安定所における体制

を確保するため、局内の職員を派遣して独自の応援体制を構築すること。 

この結果、体制が脆弱となる部署が生じることから、全国規模の応援体制を構築し、

他局からの応援職員を当該部署に派遣することを原則とする。 

（２） 応援期間 

被災地域における交通機関及び宿泊施設の復旧状況等を踏まえ、次の期間に分け

て応援体制を構築する。 

① 第一期（4 月 4 日～4 月 17 日） 

  主として受入れ局に隣接する労働局（以下「近隣局」という。）による応援 

② 第二期（4 月 17 日～当分の間） 

  全国規模の応援  

③ その他（3 月 28 日～当分の間） 

  電離放射線業務に従事した経験を有する職員による応援 

（３） 応援職員の派遣期間 

原則として 1 回の派遣期間は 1 週間とする。ただし、電離放射線関連業務に従事し
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た経験を有する職員の派遣期間は 1 か月とする。 

（４） 派遣回数 

特定の職員に過度な負担が集中しないよう配慮するものとする。 

（５） 系統別の応援体制 

応援職員については、受入れ局が要望する業務の経験を有する者であることが望ま

しいため、労働基準行政系統、職業安定行政系統別に従事する業務内容を区分して、

応援体制を組むこととする。 

（６） 期間別、系統別の応援体制の概要 

応援体制については次のとおりとする。ただし、応援人数については、受入れ局の業

務の状況を勘案して臨機応変に増減する。 

① 第一期 

ア 労働基準行政系統 

4 月 4 日～10 日の間については、宮城局に 6 名を近隣局から派遣する。 

また、4 月 11 日～17 日の間については、岩手局、宮城局に各 10 名、福島局に 2

名を主として近隣局から派遣する。 

イ 職業安定行政系統 

受入れ局に対して、4 月 4 日～10 日までの間、本省から各 5 人（3 局×5 人＝15

人）の職員を派遣する。また、4 月 10 日～17 日までの間、主として近隣局から各 15

人（3 局×15 人＝45 人）の応援職員を派遣する。 

② 第二期 

ア 労働基準行政系統 

  受入れ労働局に対して、全国から各局 10 名程度（福島局にあっては助成金支援

センター（仮称）設置後とする。）の応援職員を派遣する。なお、応援人数について

は、受入れ局の業務状況を勘案して臨機応変に対応する。 

イ 職業安定行政系統 

受入れ労働局に対して、全国から各局 20 人の応援職員を派遣する。 

③ その他 

福島局に対し、電離放射線関連業務に従事した経験を有する職員 2 名を派遣す

る。 

 

２ 応援職員の調整の手順 

（１） 第一期における応援について 

① 労働基準行政系統 

受入れ局、近隣局及び本省労働基準局総務課予算係において別途調整する。 

② 職業安定行政系統 

受入れ局、近隣局及び本省地方課管理係において別途調整する。 

（２） 第二期における応援について 

① 受入れ局においては、応援体制の総合調整等を行うために厚生労働省現地対策本
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部（岩手、宮城及び福島）に派遣されている広域労働企画調整官（別添１参照）と協議

の上、応援を必要とする官署（以下「応援先官署」という。）、業務内容、業務ごとの必

要人数等所定の事項を、別紙「応援職員所要人数調べ」に記載し、系統別に、労働基

準局総務課予算係、職業安定局総務課公共職業安定所運営企画室管理係経由で地

方課管理係に提出すること（原則として、応援要請期間開始日の 2 週間前までに提出

すること）。 

なお、応援要請期間とは、受入れ局が管内の業務の状況から必要人数を見通すこと

のできる期間であり、おおむね 2 週間とする。 

② 労働基準局総務課予算係及び職業安定局総務課公共職業安定所運営企画室管

理係においては、応援を必要とする業務内容、業務ごとの必要人数等について確認

すること。 

③ 地方課においては、平成 23 年 3 月 22 日付け労働基準局総務課長補佐事務連絡

「東北地方太平洋沖地震による被災地域である岩手・宮城・福島の各労働局への応

援体制の確保について」及び平成 23 年 3 月 22 日付け職業安定局総務課長事務連

絡「東北関東大震災被災局への応援について」によって把握した労働局別の応援可

能人数を踏まえて、応援職員送出し局（以下「送出し局」という。）に対し、応援先官署、

業務内容、応援人数を打診し、所要の調整を行うこと。その後、受入れ局に対し、送

出し局、応援人数等を連絡すること。 

④ 受入れ局と送出し局において協議の上、応援職員ごとの応援先官署、応援業務を

決定すること。 

⑤ 上記④の確定後、受入れ局においては、送出し局に対して「交通手段」、「集合日

時」、「集合場所」及び「宿泊先」を連絡すること。 

 

３ 週休日及び休日に出勤させた場合の扱い 

週休日及び休日に出勤させた場合には、職員の健康確保の観点等から代休日を指定

すること等により、適切に対応すること。 

 

４ 旅費 

旅費については、別途示達する。 

 

５ その他 

（１） 派遣期間の初日と末日は、異動に要する時間を含むものとすること。 

（２） 受入れ局の実情に応じて、派遣期間を 2日間程度ずらしたローテーションとすることも

あること（別紙参照）。 

（３） 受入れ局においては、応援職員が応援を行う初日から円滑な業務ができるよう、派

遣期間の初日に、応援先官署の管内概要、庁舎設備、担当する業務等について、オリ

エンテーションを行うこと。 

（４） 受入れ局においては送り出し局に対し、応援職員が現地において生活する上で参考
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となる「電気・ガス・水道の復旧状況」、「食料事情」、「コンビニエンスストア等の営業状

況」、「気候」、「服装」、「持ち物」等の情報を事前に提供すること。 
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応援職員所要人数調べ 

（○○労働局・○○○○系統） 

応援要請期間 ○月○日～○月○日） 

応援先官署 業務内容（※１） 必要人数 備    考 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

【記載要領】 

※１ 業務内容については、次の区分で記載すること 

（1） 労働基準行政系統 

「監 督 関 係 業 務 支 援」：賃金不払、休業手当、解雇等に係る相談、未払賃金の立

替払に係る相談等の業務 

「安全衛生関係業務支援」：電離放射線関連業務（特に、電離放射線及び原子力に係

る安全衛生業務に関し知識、経験等を有する者）、安全衛

生パトロール等の業務 

「労災保険給付業務支援」：労災保険給付請求書の受付、審査、補償調査（聴取書の

作成、復命書の作成等）、労働保険適用関係業務 

（２） 職業安定行政系統 

「職業紹介業務」、「雇用保険適用業務」、「雇用保険給付業務」、「助成金受付・相談

業務」、「助成金審査業務」 

（別  紙） 
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（別 添 ２） 

 

【ローテーションの例】 

 

日 月 火 水 木 金 土 

 

 

 

      

 

 

 

      

 

 

 

      

 

 

 

      

 

 

 

      

 

※１ 派遣期間の初日と末日は異動に要する時間を含む。 

※２ 派遣期間の初日にオリエンテーションがある。 

※３ 派遣期間の末日に先発の応援職員からの引き継ぎが行われることがある。 

応援職員Ａ 

応援職員Ｂ 

応援職員Ｃ 

応援職員Ｄ 

応援職員Ｅ 

応援職員Ｆ 

応援職員Ｇ 

 


